
高知県建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱　新旧対照表　

 新 旧

 制定 平成 25年 11月 11日 

改正 平成 26年 １月 24日 

改正 平成 26年 ３月 19日 

改正 平成 26年 ８月 14日 

改正 平成 27年 ４月 １日 

改正 平成 27年 10月 ６日 

改正 平成 28年 ４月 １日 

改正 平成 28年 ９月 27日 

改正 平成 28年 12月 26日 

改正 平成 29年 ４月 ３日 

改正 平成 31年 ４月 １日 

改正 令和 元年 ９月 24日 

改正 令和 ２年 ４月 １日 

改正 令和 ４年 10 月 ４日 

改正 令和 ６年 ４月 １日 

改正 令和 ６年 12 月 17 日 

改正 令和 ７年 12 月 16 日 

改正 令和 ８年　４月　28 日 

 

 

第 1 条～第２条　（略） 

 

 

制定 平成 25年 11月 11日 

改正 平成 26年 １月 24日 

改正 平成 26年 ３月 19日 

改正 平成 26年 ８月 14日 

改正 平成 27年 ４月 １日 

改正 平成 27年 10月 ６日 

改正 平成 28年 ４月 １日 

改正 平成 28年 ９月 27日 

改正 平成 28年 12月 26日 

改正 平成 29年 ４月 ３日 

改正 平成 31年 ４月 １日 

改正 令和 元年 ９月 24日 

改正 令和 ２年 ４月 １日 

改正 令和 ４年 10月 ４日 

改正 令和 ６年 ４月 １日 

改正 令和 ６年 12月 17日 

改正 令和 ７年 12月 16日 

（新設） 

 

 

第 1 条～第２条　（略） 

 

 



新 旧

 第３条　県は、南海トラフ地震に備え、不特定多数の利用者及び

避難弱者の安全並びに緊急輸送道路等の避難路及び避難所の機能

を確保するために行う、次の各号に掲げる事業について、予算の

範囲内で補助金を交付する。 

(１)　要緊急安全確認大規模建築物及び要安全確認計画記載建築

物(沿道ブロック塀を除く)を対象に、当該建築物の所有者に対し

て市町村が費用の一部を補助する耐震診断費補助事業、耐震改修

設計費補助事業及び耐震改修費補助事業（ただし、令和 13 年３月

31 日までに着手された事業に限る。国、地方公共団体その他公の

機関が所有する建築物に係る事業を除く。） 

 

（２)、(３）　（略） 

 

第４条～第 15 条　（略） 

 

　（県内発注） 

第16条　補助事業者は、補助事業の実施において県が定める「公

共調達による地消地産推進戦略」に沿った県内発注に努めるもの

とする。 

 

 

 

 

第３条　県は、南海トラフ地震に備え、不特定多数の利用者及び

避難弱者の安全並びに緊急輸送道路等の避難路及び避難所の機能

を確保するために行う、次の各号に掲げる事業について、予算の

範囲内で補助金を交付する。 

(１)　要緊急安全確認大規模建築物及び要安全確認計画記載建築

物(沿道ブロック塀を除く)を対象に、当該建築物の所有者に対し

て市町村が費用の一部を補助する耐震診断費補助事業、耐震改修

設計費補助事業及び耐震改修費補助事業（ただし、令和８年３月

31 日までに着手された事業に限る。国、地方公共団体その他公の

機関が所有する建築物に係る事業を除く。） 

 

（２)、(３）　（略） 

 

第４条～第 15 条　（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧

 （情報の開示） 

第17条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例

（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合

は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、

原則として開示するものとする。 

 

（委任） 

第18条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要

な事項は、知事が別に定める。 

 

 

 

附　則 

この要綱は、平成25年11月11日から施行する。ただし、第３条

第１項第１号に掲げる事業に係るものについては、当該事業に係

る予算が議決された日から施行する。 

 

（以下略） 

 

 

附　則 
この要綱は、令和８年　４月　28日から施行する。 

 

（情報の開示） 

第 16 条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例

（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、

同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則

として開示するものとする。 

 

（委任） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要

な事項は、知事が別に定める。 

 

 

 

附　則 

この要綱は、平成25年11月11日から施行する。ただし、第３条

第１項第１号に掲げる事業に係るものについては、当該事業に係

る予算が議決された日から施行する。 

 

（以下略） 

 

 

（新設） 

 

 



新 旧

 別表第１－１、第１－２、第１－３、別表第２（略） 

別表第１、第２、３（略） 

 

点検表１、２（略） 

 

第１号様式（略） 

 

別紙１（略） 

 

 

第１号様式　別紙２ 

 

 

 

建築物の名称 限度額 実事業費
精算補助
対象金額

補助率
県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算
補助金額

耐震対策緊急促進事業補助金（国直

接補助金） 自己負担

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算

の有無

○の場合

加算額

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率

（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

交　　付　　申　　請　　額　　内　　訳　　書

（単位：円）

事業内容

棟 数
又は
箇 所

面積（㎡）
又は

延長 (m)

補助基準額

（／㎡）
又は

補助基準額

（／m）

摘要

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修
設計費

補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に
要 す る
経 費

計 画 策 定
に 要 す る

経 費

除 却 に
要 す る
経 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業

(内訳は別紙1-1

による)

建
築
物
耐
震
対
策
緊
急
促
進
事
業

緊

急

輸
送

道
路

等

沿
道

建

築
物

除

却
事

業

別表第１－１、第１－２、第１－３、別表第２（略） 

別表第１、第２、３（略） 
 

点検表１、２（略） 

 

第１号様式（略） 

 

別紙１（略） 

 

 

第１号様式　別紙２ 

 

 

 

建築物の名称 限度額 実事業費
精算補助

対象金額
補助率

県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算

補助金額

耐震対策緊急促進事業補助金（国直

接補助金） 自己負担

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算

の有無

○の場合

加算額

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率
（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

交　　付　　申　　請　　額　　内　　訳　　書

（単位：円）

事業内容

棟 数

又は

箇 所

面積（㎡）

又は

延長 (m)

補助基準額

（／㎡）
又は

補助基準額
（／m）

摘要

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修
設計費

補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に

要 す る
経 費

計 画 策 定
に 要 す る

経 費

除 却 に

要 す る
塀 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業

(内訳は別紙1-1
による)

建

築
物

耐

震
対

策

緊
急
促
進

事

業

緊

急
輸

送
道

路
等

沿
道

建
築

物
除

却
事

業



新 旧

 別紙３（以下略） 

 

第２号様式（略） 

 

別紙１（略） 

 

 

第２号様式　別紙２ 

 

 

第３号様式（略） 

 

第４号様式（略） 

 

建築物の名称 限度額 実事業費
精算補助
対象金額

補助率
県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算
補助金額

耐震対策緊急促進事業補助金（国直

接補助金） 自己負担

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算

の有無

○の場合

加算額

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率

（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

交　　付　　申　　請　　額　　内　　訳　　書

（単位：円）

事業内容

棟 数
又は
箇 所

面積（㎡）
又は

延長 (m)

補助基準額

（／㎡）
又は

補助基準額

（／m）

摘要

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修
設計費

補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に
要 す る
経 費

計 画 策 定
に 要 す る

経 費

除 却 に
要 す る
経 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業

(内訳は別紙1-1

による)

建
築
物
耐
震
対
策
緊
急
促
進
事
業

緊

急

輸
送

道
路

等

沿
道

建

築
物

除

却
事

業

別紙３（以下略） 

 

第２号様式（略） 

 

別紙１（略） 

 

 

第２様式　別紙２ 

 

 

第３号様式（略） 

 

第４号様式（略） 

 

建築物の名称 限度額 実事業費
精算補助
対象金額

補助率
県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算
補助金額

耐震対策緊急促進事業補助金（国直

接補助金） 自己負担

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算

の有無

○の場合

加算額

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

0 0 0 0 0 0 0 13.92%

計 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率

（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

交　　付　　申　　請　　額　　内　　訳　　書

（単位：円）

事業内容

棟 数
又は
箇 所

面積（㎡）
又は

延長 (m)

補助基準額
（／㎡）

又は
補助基準額

（／m）

摘要

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修
設計費

補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に
要 す る
経 費

計 画 策 定
に 要 す る

経 費

除 却 に
要 す る
塀 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業

(内訳は別紙1-1

による)

建
築
物
耐
震
対
策
緊
急
促
進
事
業

緊
急

輸

送

道
路

等

沿
道

建

築
物

除

却

事
業



新 旧

 第５号様式　別紙１ 

 

 

別紙１－１（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の名称 交付決定額（A） 限度額 実事業費
精算補助

対象金額
補助率

県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算

補助金額

不用額(C)

(C)=(A)-(B)

自己負担

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算

の有無

○の場合

加算額

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0%

0 0 0 0 0 0 0 0%

0 0 0 0 0 0 0 0%

計 0 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率

（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

精　　算　　内　　訳　　書

（単位：円）

事業内容

棟 数

又は
箇 所

面積（㎡）

又は
延長 (m)

補助基準額

（／㎡）

又は

補助基準額

（／m）

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修

設計費
補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に

要 す る
経 費

計 画 策 定

に 要 す る
経 費

除 却 に
要 す る
経 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業
(内訳は別紙1-1

による)

建
築
物

耐
震

対
策

緊
急
促

進
事

業

緊
急
輸
送

道
路
等
沿

道
建
築
物

除
却
事
業

第５号様式　別紙１ 

 

 

別紙１－１（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の名称 交付決定額（A） 限度額 実事業費
精算補助
対象金額

補助率
県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算
補助金額

不用額(C)
(C)=(A)-(B)

自己負担

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算
の有無

○の場合
加算額

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0%

0 0 0 0 0 0 0 0%

0 0 0 0 0 0 0 0%

計 0 0 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率

（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

精　　算　　内　　訳　　書

（単位：円）

事業内容

棟 数
又は
箇 所

面積（㎡）
又は

延長 (m)

補助基準額

（／㎡）

又は

補助基準額

（／m）

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修

設計費
補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に

要 す る
経 費

計 画 策 定

に 要 す る
経 費

除 却 に
要 す る

塀 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業
(内訳は別紙1-1

による)

建
築
物

耐
震
対

策
緊
急

促
進

事
業

緊
急
輸

送
道
路
等
沿
道

建
築
物
除
却

事
業



新 旧

 第６号様式　別紙１ 

 

 

別紙１－１（略） 

 

第７号様式（略）

建築物の名称 交付決定額（A） 限度額 実事業費
精算補助
対象金額

補助率
県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算
補助金額

繰越額(C)
(C)=(A)-(B)

自己負担

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 2 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算

の有無

○の場合

加算額

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

計 0 1 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率

（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

高知県建築物耐震対策緊急促進事業費出来高確認書

（単位：円）

事業内容

棟 数
又は
箇 所

面積（㎡）
又は

延長 (m)

補助基準額
（／㎡）
又は

補助基準額
（／m）

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修
設計費

補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に
要 す る
経 費

計 画 策 定
に 要 す る

経 費

除 却 に
要 す る
経 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業

(内訳は別紙1-1

による)

建
築
物
耐
震
対
策
緊
急
促
進
事
業

緊

急
輸

送

道
路

等
沿

道

建
築

物
除

却

事
業

第６号様式　別紙１ 

 

 

別紙１－１（略） 

 

第７号様式（略）

建築物の名称 交付決定額（A） 限度額 実事業費
精算補助
対象金額

補助率
県費精算補助金額

（B）
国費精算交付金額

市町村費精算
補助金額

繰越額(C)
(C)=(A)-(B)

自己負担

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 2 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
特例加算

の有無

○の場合

加算額

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

0 0 0 0 0 0 0 0.00%

計 0 1 － － － － 0 － 0 0 0 0 0 
設計料率

（％）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 － － － － 0 0 0 0 0 0 

計

計

計

計

高知県建築物耐震対策緊急促進事業費出来高確認書

（単位：円）

事業内容

棟 数
又は
箇 所

面積（㎡）
又は

延長 (m)

補助基準額
（／㎡）

又は
補助基準額
（／m）

総事業費

耐震診断費

補助事業

 1/4

耐震改修
設計費

補助事業

 1/4

耐震改修費

補助事業

 1/5

診 断 に
要 す る
経 費

計 画 策 定
に 要 す る

経 費

除 却 に
要 す る
塀 費

沿道ブロック塀

耐震対策事業

(内訳は別紙1-1

による)

建
築
物
耐
震
対
策
緊
急
促
進
事
業

緊

急

輸
送

道

路
等

沿

道
建

築
物

除

却
事

業


